
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利遁週塑」盤Ш壁堕墨型劉堕金

1 事業の成果

令和 4年度は、昨年度に引き続き、知的財産の保護及び振興並びに啓蒙活動に関わる事業 として、台

湾、韓国などの海外警察との意見交換、連絡、捜査協力並びに内部会議の企画・開催、ホームページや

街頭広告による知的財産の振興及び啓蒙活動についての情報提供を通 して、広く知的財産の保護を図って

参 りました。

次いで、知的財産保護のための告訴告発並びに損害賠償請求等の法的措置のための無料での支援に関わ

る事業として、著作権違反に対する告訴に係る活動及び弁護士等の専門家と連携 し、損害賠償請求等の法

的措置に向けての無料支援活動や相談受付を実施致 しました。

また、無許諾複製著作物等の排除のための監視活動に関わる事業として、インターネット及び街頭に

おいて無許諾複製著作物の監視活動及び調査活動並びに違反者への警告、摘発、告訴等によって、消費

者の保護に寄与して参 りました。

更に、映像等の著作物に対 しての倫理基準の策定及びその啓発に関わる事業、倫理基準に適合する映

像等の著作物の認定に関わる事業しては、映像等の著作物に対しての倫理基準の策定及びその啓発を目

的とした会議を企画・実施致しました。

上記活動の結果、令和 4年度の国内での捜査協力による海賊版関連の摘発は、販売店舗 5店舗で逮捕

者 13名 、DVD販 売サイ ト2件で逮捕者 8名 、 リーチサイ ト案件 1件で逮捕者 1名 の成果 となりまし

た。また、海外における活動として、台湾では著作権法違反での累計勝訴判決 26件、和解案件 1件、

起訴公判中 2件及び商標法違反での累計勝訴判決 20件、起訴公判中 1件 となり、著作認定と商標認定

は着実に進んでいます。韓国においては現地パー トナー企業を窓日として、ウェブハー ド (WII)運営

会社 7社、合計 31件の告訴案件を警察が現在捜査中で、 12月 に有罪 (著作権法違反帯助)が確定し

た事件を今後積極的に参考判例 として刑事告訴へ活用することで、現状の刑事告訴の判断が変わること

を期待 しています。

尚、平成 30年度から、AV人権倫理機構の会員として著作権、著作物等の二次利用に関して資金面

も含めて積極的に保護 していく仕組みを推進 しており、新 しい法律 「AV出演被害防止 。救済法」の理

解を深めるために参考資料 として 「顧問弁護士の見解」や 「AV人権倫理機構の資料」を会員に配布す

ることで、よリー層、知的財産権の保護及び消費者の保護に寄与して参 りました。

令和 5年度も、各種事業を継続的かつ安定的に実施することによつて、知的財産と消費者の保護及び

社会教育の推進を図って参 ります。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【86,667】 千円)

疋款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

(1)知的財産の
保護及び振興
並びに啓蒙活
動に関わる事
業

知的財産保護及び交流を
目的 とした海外警察 との

意見交換、内部会議の企
画 。開催

通年

法人事務

所及び台

湾、韓国

国内

15人 一般市民
不特定多

数

12,484

ホームページ、街頭広告で
の、知的財産の振興及び啓
蒙活動についての情報の

提供

通年
法人事務

所
3人 一般市民

不特定多

数

(2)知的財産保
護のための告
訴告発並びに
損害賠償請求
等の法的措置
のための無料
での支援に関
わる事業

著作権違反に係 る告訴に
係 る活動及び弁護士等の
専門家と連携 しての、損害
賠償請求等の法的措置の
ための無料での支援活動
及び相談の受付

通年
法人事務
所

5人 一般市民
不特定多

数
0

(3)無許諾複製
著作物等の排
除のための監
視活動に関わ
る事業

インターネット及び街頭
において無許諾複製著作
物の監視活動及び調査活
動並びに違反者への警告

通年

法人事務

所及び大

阪市内

10人 一般市民
不特定多

数
74,183

(4)映像等の著
作物 に対 して
の倫理基準の
策定及びその
啓発 に関わる
事業

映像
の倫
とし

等の著作物に対 して
理基準の策定を目的
た会議の企画・実施

随時
法人事務

所
1人 一般市民

不特定多

数
8

(5)倫 理 基 準
に適合す る映
像等の著作物
の認定に関わ
る事業

映像等の著作物に対 して
の倫理基準の策定及びそ
の啓発を目的 とした会議
の企画 。実施

通年
法人事務

所
3人 一般市民

不特定多

数
0



令和 4年度 活動計算書

令和 4年 1月 1日 から令和 4年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人知的財産振興協会

科 E

1 会費
受取会費

2 事業収益
知的財産の保護及び振興並びに

啓蒙活動に関わる事業収益
3 雑収益

受取利息
経常収益合計

経常費用
1 事業費
(1)人件費

給与手当
通勤費
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
監視調査費
台湾正規流通費
海賊版対策費
諸謝金
諸会費
その他経費計

事業費計
2 管理費
(1)人件費

役員報酬
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
事務費
消耗品費
新聞図書費
水道光熱費
地代家賃
広告宣伝費
保険料
リース料
慶弔費
租税公課
支払手数料
中退金
雑費
減価償却費
その他経費計

管理費計
経常費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

17,192,

81,603,07

723 30 7

797
Ⅱ

51,478,566
1,240,130
8,203,961

1 1

0

10,016,880
3,000,749
3,426,560

189

427,662
1,238,939

253,964
1,105,172

1,540

642,302
5,230,272

0

558,580
290,520
67,830

5,224,428
702,965
600,000
55,200

322,920
661

86,667,64
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令和 4年度 貸借対照表

特定非営利活動法人知的財産振興協会

(単位 :円 )

科
日
【 金額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

前払費用

貸付金

仮払金

流動資産合計

2 固定資産

建物

保証金

保険 積立

敷金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

支払代行

二次使用報酬預 り金

韓国合意預 り金

未払金

預 り金

未払法人税等

未払消費税

流動負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増加額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

430,937,637

13,936,000

438,606

1,700,000

2,470

447,014,713

455,276,251

4,625,010

2,700

2,207,280

1,426,548

8,261,538

41,851,065

270,692,076

19,436,266

272,814

4,882,475

70,000

2,317,200

339,521,896

339,521,896

125,404,866

△ 9,650,511

115,754,355

455,276,251



令和 4年度 計算書類の注記

は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)に よっていま
す 。

科 目

短l的 財産の保護及

び振興並びに啓蒙
rl動に 1川 わる事業

知的財産保護のため

7)liJi告 発並びに損

″賠償甜求等の法的
晴置のための無料で

無。1謝機製著作物等
の排除のための監視
活動に関わる事業

0

81,603,074
0

81_603_074

242_80

51,478,566
0

1,240,130

8,203,961

61.165..

0

10,016,880
3,000,749

事業部門計

17,192,

81,603,

4,800,

管理部門 合 計

51,478,

8,203,961

302

1721,105,1

8,203,961
1,240,

17,192,

81,603,

10,016,

3,000,

3,426,

9,058,

600,000
55,200

1,240,1

51,478,

4,800,

10,016,

3,000,

3,426,

9,058,

216,

427,

1,238,

253,

1,105,

1,

642,

5,230,

367

662

1,540

642,302
5,230,272

216,

427,

1,238,

253,

16_988_661 42_440_850

_型理型」型 74 1R3 0R7

I 経常収益
1 受取会費
2 事業収益
:3 雑収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当

役員報酬

通勤費

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

監視,調査費

台湾正規流通費

海11サ蛯版対策費

諸謝金

諸会費

会議費

旅費交通費

通信運搬費
'1'務 費

消耗:111費

新聞図 ,l卜費

水道光熱費

地代家賃
広告宣伝費

保険料

リース料

慶弔費

1[税公課

支払 手数料

中退企

雑費

減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



令和 4年度 財産目録

特定非営利活動法人知的財産振興協会

(単位 :円 )

科
日
Ｈ 金額

資産の部

1 流動資産

現金預金

現金

普通預金

定期預金

未収金

前払費用

貸付金

仮払金

流動資産合計

2 固定資産

建物

保証金

保険 積立

敷金

資産合計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

支払代行

二次使用報酬預 り金

韓国合意預 り金

未払金

預 り金

未払法人税等

未払消費税

流動負債合計

負債合計

正味財産

397,935

380,510,437

50,029,265

13,936,000

438,606

1,700,000

2,470

447,014,713

455,276,251

4,625,010

2,700

2,207,280

1,426,548

8,261,538

41,851,065

270,692,076

19,436,266

272,814

4,882,475

70,000

2,317,200

339,521,896

339,521,896

115,754,355



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人知的財産振興協会

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1

⌒

k邑:ヲ
監 事

(サイトウ  シ
゛
ンイチ) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

令和4年  1月  1日

令和4年 12月 31日齋藤 仁一

2

/~ヽ

Q:ヲ
・監事

(セヤ マコト) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日瀬谷 慎

3

/~ヽ

運:ヲ
監 事

(イシイノフ
゛
タカ) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日石井 伸貴

4
/~ヽ

て豊ヲ 監 事

(タカマツ  カス
゛
ヒト) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日高松 和人

5
/~ヽ

り
・監事 (アヤベ ユウイチ) 令和 4年  1月  1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年   月   日綾部 雄一

6
/~ヽ

1理事_ヽ/
監 事

(シマサ
゛
キ  ヒロユキ) 令和4年  1月  1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日島崎 啓之

7
⌒

tl:フ
・監事

(アサノ  クニカス
゛

) 令和4年  1月  1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日浅野 國一

/~ヽ

運:ヲ
監事

(ヤマタ
゛
  シュウシ

゛
) 令和4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日山田 修二

9
⌒

tf升
監事

(ヒ ヒ
゛
ノ  マサアキ) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日日比野 正明

10
/~ヽ

でブ芳監事
(スス

゛
キ  アュム) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日鈴木 歩



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11
/~ヽ
(理ヨ
_ヽ/

監事

(ヤマク
゛
チ  フシ'オ

) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日山口 富士夫

12
/~ヽ
1理ヨ
_ヽノ

監事

(カ ノウカスドト) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年 月

月

日

日年加納 和人

13
/~ヽ
(理事
_ヽノ

監事

(ホンマ ヤスヒテ
゛
) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年

年

月

月

日

日本間 靖英

14
′
~ヽ

リ 監事

(オオヤ ハルヒコ) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年 月

月

日

日年大屋 治彦

15
/~ヽ
〔理事
ヽノ

監事

(タマツ リョウタ) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年 月

月

日

日年田松 良太

16
/~ヽ
(理ヨ
_ヽ/

監事

(タニモト ショウ)

谷本 翔

令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

17
/~ヽ

リ 監 事

(フクタ
゛
 ケンコ

゛
) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年 月 日福田 健吾

18
/~ヽ

理事埋:ブ

(サカシ
゛
リ  トシオ) 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日坂尻 壽男



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人知的財産振興協会

氏    名

潔谷 慎

2 斎藤 仁―

3 高松 和人

4 綾部 雄―

5 島崎 啓之

6 浅野 國―

7 山田 修二

8 日比野 正明

9 鈴木 歩

10 本間 靖英

11

12


